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要 旨
目的：インフルエンザ流行時期における学級閉鎖の有効性を統計学的に検討した．
方法：2005 年から 2007 年 1 月～3月にかけて 1学級 20 名以上の学童が在籍している石川県内

の小学校を対象に出欠表から日々の学級別欠席率を調査した．その欠席数はその地域のインフル
エンザの流行パターンと一致していた．学級の欠席率が 20％を超えた日を 1日目とし，2日目か
ら 2日間の休業をはさんで 4日目に授業のあった場合を閉鎖（2日）群，4日連続して授業のあっ
た場合を非閉鎖（2日）群としてその前後の欠席率の差（改善率）を比較した．同様に，3日間の
休業をはさんで 5日目に授業のあった場合を閉鎖（3日）群として，5日連続授業のあった非閉鎖
（3日）群と比較した．
結果：閉鎖（2日）群は非閉鎖（2日）群と比べて欠席率は改善しなかったが，閉鎖（3日）群

は非閉鎖（3日）群と比較して，欠席率の改善は有意に高かった（p＝0.0041）．
結語：インフルエンザ流行時期に学級の欠席率が 20％を超えた時点で 2日間の学級閉鎖を

行っても欠席率の改善は期待できないが，3日間の閉鎖では改善の効果が期待できることが統計
学的に示された．
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はじめに

1918 年のスペイン風邪以来学校閉鎖が実施されて
いたようだが１），1957 年のアジア風邪以降は文部省局
長通達に基づいて毎年冬季に全国各地でインフルエン
ザによる多くの学級閉鎖が行われている．しかし，そ
の学級閉鎖の効果については医学的・統計学的にほと
んど検証されていない２）～８）．このため，校医の立場から
学級閉鎖で学校長に対して医学的助言をしようにもそ
の医学的判断根拠が実際はなかった．そこで，2005～
2007 年の 3年間の学級別欠席率を集計して学級閉鎖
の有効性を統計学的に検討した．

対象と方法

1．対象
小児科月一会会員が校医をしている石川県内の小学

校と協力の得られた市教育委員会から提出された出欠
表より，小学校で 1学級 20 名以上の学童が在籍してい

る学級を対象として 2005 年から 2007 年 1 月～3月の
期間を検討した．表 1に対象とした小学校の基礎データ
を示す．なお，2005 年は著者らの関係する小学校だけ，
2006 年と 2007 年はその他にも教育委員会の協力を得
られたことが年度毎の対象学校数の違いとなった．
2．方法
A：インフルエンザ報告数と 1学級あたりの欠席数
小児科月一会によるその地区のインフルエンザ型別

報告数９），石川県内の定点報告数１０），今回の研究対象と
なった小学校のインフルエンザ以外の理由によるもの
も含めた 1学級・1週間あたりの学童欠席数をグラフ
にした（図 1）．
B：欠席率の検討
各学級の日々の出欠表の欠席数を在籍数で除し，す

べて欠席率に換算して，以下の条件の標本を抽出し検
討した．
1，インフルエンザ非流行時期の曜日別学級欠席率
各学級毎のインフルエンザ流行時期を調査期間中の

平均学級欠席率＋1.96 標準偏差（12.08％）以上の欠席
率であった日とその前後 3日を含む 1週間とし，それ
らの日以外を非流行時期として曜日別の学級欠席率を
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表1 対象

合計2007年2006年2005年

113校36校66校11校小学校数
1,467学級435学級884学級148学級学級数
46,183人13,556人27,898人4,729人学童数

31.48±4.68人31.16±4.91人31.56±4.48人31.95±5.04人学級当たりの平均学童数±標準偏差
延127学級延82学級延14学級延31学級閉鎖学級数
292回65回153回74回午後からの授業打ち切り回数

3.10±4.58%2.95±4.87%3.19±4.42%3.05±4.63%平均学級欠席率±標準偏差
60.87%51.52%53.13%最大欠席率

図1 型別インフルエンザ・定点報告数と欠席学童数

図2 抽出方法

算出した．
なお，曜日に関係なく，祝日の前日は金曜・休前に，

祝日の翌日は月曜・休明に入れて集計した．

2，学級閉鎖の有効性の検討（図 2）
［2日閉鎖群］学級の欠席率が 20％を超えた日を 1
日目とし，2日目から 2日間の休業（学級閉鎖，休祭日）
をはさんで 4日目に授業のあった場合を閉鎖（2日）群
とした．対照として 4日連続して授業のあった場合を
非閉鎖（2日）群とした．なお，図 2（c）の様に欠席率
が 2日連続して 20％を越え，5日間連続して授業が
あった場合，データの重複を避けるために 1日目と 2
日目，4日目と 5日目の欠席率をそれぞれ平均して算
定した．また，休み明けの欠席率の影響を除く対照と
して 1・2日目が授業，3日目が休日，4日目が授業だっ
た場合を 1出 1休群とした．
［3日閉鎖群］同様に，3日間の休業をはさんで 5日
目に授業のあった場合を閉鎖（3日）群とした．対照と
して 5日連続授業のあった場合を非閉鎖（3日）群とし
た．また，休み明けの欠席率の影響を除く対照として
1・2日目が木・金曜で授業，3・4日目は土日のため休
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表2 インフルエンザ非流行時期の曜日別欠席率

金曜・休前木曜水曜火曜月曜・休明

2.07±2.67%1.92±2.57%2.05±2.63%2.34±2.77%2.36±2.81%
（n＝13,848）（n＝13,497）（n＝12,355）（n＝11,124）（n＝14,024）

p＜0.0001p＜0.0001p＜0.0001n.s.（p＝0.9773）月曜・休明との比較

p＜0.0001p＜0.0001p＜0.0001―火曜との比較

データの数字は平均±標準偏差
n.s.有意差なし

表3 2日閉鎖の欠席率と改善率

改善率の比較改善率後（4日目）前（1日目）閉鎖の有無

p＝0.0199

12.46±8.67% 
13.24±8.84%25.70±5.50%非閉鎖（n＝229）

p＜0.0001前後の比較

10.04±12.25%
17.11±12.20%27.15±6.89%閉鎖（n＝202）

p＜0.0001前後の比較

データの数字は平均±標準偏差

図3 2日閉鎖と対照群の改善率の比較

業，5日目は月曜で再び授業だった場合を 1出 2休群
とした．
2日閉鎖群・3日閉鎖群の検討において，前後（1

日目と 4日目または 1日目と 5日目）の欠席率の変動
を検定し，さらに前後の欠席率の差（1日目の欠席
率－4日目の欠席率または 1日目の欠席率－5日目の
欠席率）を改善率と定義して比較した．
C：統計処理
閉鎖前後あるいは 1日目と 4日目，1日目と 5日目

の欠席率の変動は対応のある t検定，閉鎖群と非閉鎖
群の改善率の比較にはWelch の t 検定を行った．ま
た，3群間の改善率の比較には閉鎖群を対照とした
Dunnett の方法による多重比較を，インフルエンザ非
流行時期の曜日別学級欠席率の比較にはTukey-
Kramer の方法による対比較を行った．いずれも p＜
0.05 を有意差ありとした．

結 果

1．インフルエンザ報告数と欠席数
図 1の如く 2005，2007 年は B型が，2006 年はA型

が主に流行しており，学童欠席数のピークとインフル
エンザ報告数のパターンが類似していた．
2．インフルエンザ非流行時期の曜日別学級欠席率

（表 2）
インフルエンザ非流行時期における曜日別の学級欠

席率は月曜・休明と火曜が他の曜日と比較して有意に
高かった．
3．2日閉鎖の結果（表 3）（図 3）
閉鎖（2日）群の欠席率は閉鎖前後（1日目と 4日目）

で有意に低下（p＜0.0001）したが，非閉鎖（2日）群も
同様に 1日目よりも 4日目で低下（p＜0.0001）してい
た．しかし，改善率は閉鎖（2日）群よりも非閉鎖（2日）
群の方が逆に高い（p＝0.0199）という結果であった．
表 2より月曜・休明の高い欠席率の影響を除くため

に，閉鎖（2日）群と同じ 4日目を月曜・休明にした
1出 1休群（n＝26，改善率は 6.34±9.40％）を対照とし
て比較すると改善率の有意差はみられなくなった
（p＝0.1682）．
4．3日閉鎖の結果（表 4）（図 4）
閉鎖（3日）群は非閉鎖群（3日）と比較しても改善

率は有意に高く（p＝0.0041），5日目を月曜・休明
にあわせた 1出 2休群（n＝130，改善率は 13.96±
11.49％）を加えての比較でも有意に高かった（p＝
0.0018）．
なお，閉鎖群の内訳は表 5に示したが，ほとんどの
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表4 3日閉鎖の欠席率と改善率

改善率の比較改善率後（5日目）前（1日目）閉鎖の有無

p＝0.0041

15.19±10.06%
11.24±8.28%26.43±6.88%非閉鎖（n＝170）

p＜0.0001前後の比較

22.76±9.40% 
10.68±7.38%33.44±7.78%閉鎖（n＝18）

p＜0.0001前後の比較

データの数字は平均±標準偏差

表5 閉鎖群の内訳

回数閉鎖のパターン

174土―日
2日閉鎖
（n＝202）   1閉―祝

 27閉―閉

  1祝―土―日
3日閉鎖
（n＝18）   1土―日―祝

 16閉―土―日

土：土曜日　日：日曜日　祝：祝日　
閉：学級閉鎖

図4 3日閉鎖と対照群の改善率の比較

閉鎖群は土日または祝日を利用しており，純粋な学級
閉鎖は閉鎖（2日）群で 27 回，閉鎖（3日）群では全
くなかった．

考 察

毎年，インフルエンザが流行すると各地で恒常的に
学級閉鎖が行われている．学校保健法施行規則第 23
条六号には学校医の職務として「法第三章の伝染病の
予防に関し必要な指導と助言を行い，並びに学校にお
ける伝染病及び食中毒の予防処置に従事すること」と
明記されているので学校内のインフルエンザ蔓延を防
ぐために学級閉鎖を助言することは校医の重要な役目
である．また，1957 年 10 月に出された文部省初等中等
教育局長通達では「学校においてインフルエンザが発
症して，欠席率が平素の欠席率より急速に高くなった
とき（中略）時期を失うことなく学級または学校を単
位として，臨時に休業を行うこと」となっているだけ
で学級閉鎖を行う時期に関しての明確な記載はない．
地方自治体によっては閉鎖の基準（多くは欠席率が
10～20％を越えた場合）１１）～１４）を設けているところもあ
るが，我々の地域では午後からの授業打ち切りか，あっ
ても 1～2日程度の学級閉鎖が実情である．しかし，我
が国における学級閉鎖の効果については有効であると
述べている報告２）～４）６）～８）もあるが，統計学的に立証した
ものは竹内のコンピュータシミュレーション８）だけで
あった．

そこでインフルエンザでの学級閉鎖は実際効果があ
るのかを統計学的に検討した．図 1の学童欠席数とイ
ンフルエンザ報告数のパターンが類似していることよ
り欠席者のほとんどはインフルエンザによるものと思
われた．欠席の指標を欠席数とするとクラスの在籍数
を異にするもの同士の比較は困難であり，本研究では
欠席率を欠席の指標とし，その問題点を解消したが，
少ない在籍数（19 名以下）のクラスは検討外とせざる
を得なかった．なお，欠席の中に長期欠席者が含まれ
ているとしてもその影響は前後の欠席の比較をするこ
とにより相殺できるものと考えた．今回，土日の休業
を利用しない実質上の学級閉鎖では閉鎖前日の欠席率
はすべて 20％以上であったことから，本研究でも 1
日目の欠席率が 20％を越えた場合を解析対象とした．
まず，2日閉鎖の効果であるが，閉鎖前後で欠席率が

有意に低下したが，非閉鎖（2日）群でも同様に低下し
ていた．この事は閉鎖せずに授業を続けても，4日目に
は自然に欠席率が低下することを示している．しかも
予想に反して閉鎖（2日）群の方で逆に改善率が有意に
低いという結果になった．この理由として月曜・休明
と火曜の欠席率が水～金曜・休前よりも普段から高い
ことが考えられた．閉鎖（2日）群の 4日目の基礎欠席
率が高くなるため，改善率（1日目の欠席率－4日目の
欠席率）が低く計算される．また，非閉鎖（2日）群は
4日連続授業であることから，1日目は基礎欠席率が高
い月曜か火曜に限定され，改善率が高く計算される．
その為，本来は両群間で改善率に差がなくても，非閉
鎖（2日）群の方の改善率が有意に高いという結果に
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なったものと考えられた．実際に，月曜・休明の影響
を除くため，4日目を月曜・休明の対照群（1出 1休群）
にすると閉鎖（2日）群の方が有意差はないもの改善率
は高くなったが，学級の欠席率が 20％を超えた時点で
2日間の学級閉鎖を行っても欠席率の改善は実証でき
なかった．
次に 3日閉鎖の効果であるが，閉鎖群（3日）の改善

率は基礎欠席率が高くなる月曜・休明に 1日目が限定
される非閉鎖（3日）群との比較でも，5日目を月曜・
休明にあわせた 1出 2休群との比較でも有意に高かっ
た．これらから 3日閉鎖は有効であることが統計学的
に示された．
竹内は欠席率がまだ低い時期に閉鎖すればする程，

感染率が高い状況であればある程，学級閉鎖は有効で
あるが，閉鎖期間（2日～5日）では差がないとしてい
る．我々の研究では統計学的に 2日閉鎖の効果はなく，
3日閉鎖で有効であった．この違いは実際の感染とシ
ミュレーションモデルの差と思われる．
最近，新型インフルエンザが世界的に流行した場合

の対策として，諸外国でも長期間にわたる学校閉鎖の
有効性が報告されるようになった１５）～１７）．インフルエン
ザに罹患すると発病後 1週間たっても，約 70％に鼻咽
頭から依然ウイルスが検出される１８）ので学校閉鎖を長
期間実施すれば効果があるのは当然の事である．一方，
学級閉鎖は授業時間を圧迫するし，逆に学級閉鎖をせ
ず欠席が多いクラスで授業を続けても学童間の学習進
度に差がでてくる問題もあろう．杉崎ら１４）の学校長を
対象としたアンケート調査でも，閉鎖の必要日数は 3
日間という意見が最も多く，学級閉鎖は有効と考えて
も学校閉鎖には否定的だった．このように学級閉鎖の
扱いに関しては医学的統計学的観点からと教育学的観
点からとでは大きな乖離がある．本研究の結果をたた
き台にして医療側と学校側双方が納得するようなガイ
ドラインが今後作成されれば幸いである．

結 語

インフルエンザによる学級欠席率が 20％を越えて
学級閉鎖をする場合，2日閉鎖では学級閉鎖の有効性
を統計学的に実証できなかったが，3日閉鎖では有効
性が示された．週の中日で 1～2日学級閉鎖をしたり土
日 2日間の休みに期待したりするよりも，土日（およ
び祝日）を絡めて 3日間以上実施した方が効果的であ
ると思われた．

本論文の要旨の一部は第 15，16 回日本外来小児科学会
（2005 年 8 月：大阪市，2006 年 9 月：横浜市）および第 109
回，111 回日本小児科学会（2006 年 4 月：金沢市，2008
年 4 月：東京），第 65 回日本公衆衛生学会（2006 年 10 月：

富山市），第 13 回近畿外来小児科研究会（2007 年 11 月：京
都市）において発表した．
また，集計にご協力いただきました金沢市教育委員会，小
松市教育委員会，各小学校の養護教諭の方々に深謝いたし
ます．
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The Effect of Class Closure during Outbreaks of Influenza

Masaki Hasui, Tsutomu Okamoto, Hideki Kitatani, Akira Kouno, Kentaro Takahashi, Yoichi Tamaru,
Hideo Nakamura, Takayuki Nakarai, Naomi Nishida, Tomoji Nozaki, Ritsuko Hayashi, Yuko Fujisawa,

Chiaki Miyamori, Kazuhiko Muto, Akisato Murata, Yuichi Murata, Masahiko Yamagami,
Tohru Yokoi and Reiji Watanabe
Pediatric Once A Month Meeting Group

The effectiveness of class closure during periods of influenza outbreaks was examined using statistical
data. Classes consisting of more than 20 pupils registered in elementary schools in Ishikawa Prefecture were
selected to collect data. A total of 1,467 classes in 113 elementary schools were investigated for three years.
The absentee rate of every class was examined using attendance records of schools from the period of January
to March from 2005 until 2007. The number of absent pupils coincided with the pattern of local influenza out-
breaks at these periods of time.

For the purposes of this study, days when the absentee rate of a class exceeded 20％ were counted as the
first day, with the following two days being assigned school days off, followed by the fourth day where class
closure was also enacted. This group that implemented class closure was then compared to classes which had
attendance for four days in succession. This group was classified as non-closure classes. The difference (im-
provement rate) between these groups attendance rate on the first day and the fourth day were compared sta-
tistically. Using the same method, a group of classes which implemented class closure for two days with three
successive holidays in between these days and a group of schools that did not implement class closure for the
same duration were also examined and compared. The absentee rate where class closure was implemented for
2 days did not improve the attendance rate when compared to classes that did not implement class closure for
the same duration. However, when class closure was implemented including 3 days off, the attendance rate,
when compared to groups that did not implement class closure, revealed a significant improvement upon at-
tendance (p＝0.0041).

From the results of our investigation, it was concluded that when class closure was implemented in
classes for two days which occurred between 2 successive days of no school and where the absentee rate ex-
ceeded 20％, there was no noticeable effect on class attendance. However, when class closure was imple-
mented for three days, there was a significant improvement upon the attendance rate.


